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受益者のみなさまへ 

 毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申し上げます。 

 さて、フィロソフィック２・インベストメント・トラスト－ウィントン・パフォーマンス連動ボンド

プラスファンド15-10（豪ドル建）（以下「ファンド」といいます。）は、このたび、第７期の決算を

行いました。ここに、運用状況をご報告申し上げます。 

 今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

 
ファンドの仕組みは、以下のとおりです。 

ファンド形態 ケイマン諸島籍契約型外国投資信託 

信託期間 ファンドは、2015年10月９日に運用を開始し、原則として2023年10月13日に終了します。た

だし、有価証券報告書に定めるいずれかの方法により早期に償還されることがあります。 

運用方針 ファンドの目的は、ファンド償還時における受益証券一口当たり純資産価格について、豪ド

ル建て募集価格の100％を確保することを目指しつつ、中長期的にキャピタル・ゲインを追

求することです。 

主要投資対象 特別目的ヴィークルであるシグナム・モメンタム・リミテッド（Signum Momentum 

Limited）により発行されるゼロ・クーポン債および特別目的会社であるクォーティック

ス・フィナンシャル・プロダクツⅡリミテッド（Quartix Financial Products II 

Limited）により発行されるパフォーマンス・リンク債。 

ファンドの運用方法 管理会社は、受益証券の発行手取金（からファンドの設立および受益証券の募集に関連する

費用ならびにファンドの資産から支払われるその他の手数料および費用のための準備金を控

除した金額）の全額を、ゼロ・クーポン債およびパフォーマンス・リンク債に投資すること

により、投資目的の達成を目指します。 

主な投資制限 管理会社は、当ファンドのために主に以下の投資制限に従います。 

(ⅰ)管理会社または管理会社の取締役を相手方当事者として取引することができません。 

(ⅱ)管理会社または当ファンド以外のいずれかの者に利益をもたらすことを意図された取引

を行いません。 

(ⅲ)管理会社が、管理会社または当ファンドの受益者以外の第三者の利益を図る目的で行う

取引等、当ファンドの受益者の保護に欠け、または当ファンドの資産の運用の適正を害

する取引は禁止されています。 

(ⅳ)空売りされる有価証券の時価総額は、いつでも、当ファンドの直近の純資産価額を超え

てはなりません。 

(ⅴ)デリバティブ取引等の投資指図は行いません。 

管理会社は、とりわけ、当ファンドの投資対象の価格の変化、再建もしくは合併、当ファン

ドの資産からの支払または受益証券の買戻しの結果、上記取引制限に違反しても、直ちに投

資対象を売却する必要はありません。しかし、管理会社は、違反が発見された後合理的な期

間内に、受益者の利益を考慮しつつ、上記制限を遵守するために合理的で実施可能な手続を

取ります。 

分配方針 ファンドは、受益者への分配を行わない方針です。 
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Ⅰ．運用の経過等 
 

(1）当期の運用の経過および今後の運用方針 
 

■１口当たり純資産価格等の推移について 
 

 

 

＊１口当たり純資産価格および純資産価額は、ファンドの定められた存続期間全体にわたる受託報酬、監査費用およびその他の運用費

用に対する準備金を含むものであり、これらの費用を発生時に費用計上しているファンドの財務書類の値とは異なる場合があります。

また、騰落率は、上記の１口当たり純資産価格に基づき計算しています。以下同じです。 

＊ファンドは分配を行わない方針であるため、課税前分配金再投資換算１口当たり純資産価格を記載していません。以下同じです。 

＊ファンドの購入価格により課税条件は異なりますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

＊ファンドにベンチマークは設定されていません。 

 

■１口当たり純資産価格の主な変動要因 
 ファンドの投資対象である８年豪ドル建てゼロ・クーポン債（以下「ゼロ・クーポン債」といいま

す。）の価格は、前期末は額面の97.8％で、当期末には額面の約96.7％となりました。また、同じく

ファンドの投資対象である８年豪ドルパフォーマンス・リンク債（以下「パフォーマンス・リンク債」

といいます。）の価格は、前期末には名目元本の約2.5％でしたが、今期末には名目元本の約1.6％とな

りました。 

 

■分配金について 
 該当事項はありません。 
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■投資環境について 
 ファンドは、その資産の大半をゼロ・クーポン債およびパフォーマンス・リンク債に投資しています。 

 管理会社は、ファンドの設定日の後に算定される純資産額の一部をゼロ・クーポン債に投資すること

により、最終買戻日まで受益証券を保有する受益者のために豪ドルによる元本確保の達成を目指します。 

 パフォーマンス・リンク債への投資により、MA WCM FPリミテッド（以下「投資先ファンド」といい

ます。）のパフォーマンスに対する投資機会を提供します。 

 ウィントン・キャピタル・マネジメント・リミテッド（Winton Capital Management Limited）（以

下「ウィントン社」といいます。）は投資先ファンドのトレーディング・アドバイザーを務めています。 

 以下の「マーケットレビュー」および「ザ・ウィントン・ファンドの実績」は、ウィントン社による

運用状況に関する説明です。 

 

（第７期：2021年12月１日～2022年11月30日） 

マーケットレビュー 

 2022年に入り、ロシアによるウクライナ侵攻が世界のコモディティ市場に波及して、エネルギー、穀

物、金属の価格が高騰しました。コモディティセクターは、上昇分のほとんどが第１四半期に集中した

とはいえ、全般的に好調に推移しました。ロシアのウクライナ侵攻の余波は2022年後半に和らぎ始め、

世界経済の成長鈍化に対する懸念に焦点が移りました。当期は、過去40年間で最高水準のインフレに直

面するなか、世界の主要国のほとんどで利上げが実施されました。世界の国債利回りは全般的に上昇し、

特に米国債10年物の利回りは2008年以来初めて４％を上回りました。インフレの再燃と経済成長の鈍化

という２つの課題に対し、世界中の中央銀行がそれぞれ異なる対応をしたことから、通貨のトレンドも

形成されました。日本円、ユーロ、英ポンドはいずれも対米ドルで歴史的な低水準まで下落しました。

株式は、借入コストの上昇やマクロ経済環境の悪化によるバリュエーションへの影響を市場参加者が見

極めるなか、年間を通して下落しました。ＭＳＣＩワールド株価指数のテクノロジー、一般消費財、通

信サービスの各セクターはいずれも大幅に下落しましたが、数年アンダーパフォームを続けたエネル

ギーは急上昇し、プラス圏で当期を終えた唯一のセクターとなりました。 

 

ザ・ウィントン・ファンドの実績 

 ザ・ウィントン・ファンドは、2021年12月以降も伝統的・オルタナティブの両市場で総じてプラスリ

ターンを計上しました。弊社では、分散性の高い新戦略の開発と投資対象市場の拡大に注力し続けてお

り、2022年には数十の新規オルタナティブ・アセットをポートフォリオに追加。焦点を当てたコモディ

ティセクター、特に石油製品や欧州の電力市場を中心としたエネルギー市場は上半期に大きなトレンド

を形成、弊社ロングポジションは好機を捉えました。また、第２四半期から第３四半期にかけては、金

融セクターがパフォーマンスを牽引しました。インフレ再燃と経済成長の鈍化という課題に対する各国

の対応の差から通貨のトレンドが形成され、日本円、ユーロ、英ポンドは対米ドルで歴史的な低水準ま

で下落。一方、世界主要国での利上げ実施を背景に、国債利回りは全般的に上昇し、通貨・債券とも各

ショートポジションはファンドのプラスリターンに大きく貢献しました。 

 なお、記載されている運用体制はザ・ウィントン・ファンドのものであり、投資先ファンドの運用体

制と必ずしも同じではありません。ザ・ウィントン・ファンドと投資先ファンドの証拠金に使用されて

いない預かり資産の運用方法は必ずしも同じではありません。 

 

※ザ・ウィントン・ファンドのパフォーマンスについて 

 ウィントン社からは、報告期間に対応するパフォーマンスが提供されていません。ウィントン社から

提供された月次のパフォーマンス数値から、2021年12月から2022年11月までの期間について管理会社が

計算したところによると、当該期間についてのザ・ウィントン・ファンドのトランシェＢ（米ドル建
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て）のパフォーマンスは20.11％でした。 

 

■ポートフォリオについて 

 投資先ファンドへの連動率は、前期末は1.45％でしたが、今期末には2.57％となりました。 

 受益証券１口当たり純資産価格は、前期末には1.0032豪ドルで、今期末には0.9824豪ドルとなりまし

た。 

 

■投資の対象とする有価証券の主な銘柄 

 当期末現在における有価証券の主な銘柄については、後記「Ⅲ.ファンドの経理状況 (3) 投資有価証

券明細表等」をご参照ください。 

 

■今後の運用方針 

 ファンドは、今後も、ファンド償還時における受益証券１口当たり純資産価格について、豪ドル建て

募集価格の100％を確保することを目指しつつ、中長期的にキャピタル・ゲインを追求するという当初

の投資目的に沿い、ゼロ・クーポン債とパフォーマンス・リンク債への投資を継続します。 
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(2）費用の明細 

 

項目 項目の概要 

管理報酬 

報酬対象額（募集価格である１豪ドルに評価日時点
の発行済受益証券口数を乗じた金額をいいます。以
下同じです。）の 
１億豪ドルに相当する部分までについて年率0.30％ 
１億豪ドルを超える部分について年率0.10％ 
（最低年間報酬20,000豪ドル） 

管理報酬は、ファンドの資産の運用管
理、受益証券の発行・買戻しの業務の
対価として、管理会社に支払われま
す。 

受託報酬 
報酬対象額の年率0.12％ 
（最低四半期報酬10,000豪ドル） 

受託報酬は、ファンドの受託業務の対
価として、受託会社および管理事務代
行会社に支払われます。 

保管報酬 報酬対象額の年率0.025％ 
保管報酬は、ファンドの資産の保管業
務の対価として、受託会社および管理
事務代行会社に支払われます。 

投資顧問報酬 報酬対象額の年率0.25％ 
投資顧問報酬は、ファンドの投資顧問
業務の対価として、投資顧問会社に支
払われます。 

代行協会員報酬 報酬対象額の年率0.10％ 

代行協会員報酬は、ファンドの受益証
券の純資産価格の公表を行い、また
ファンドの受益証券に関する目論見
書、決算報告書その他の書類を日本に
おける販売会社に送付する等の業務の
対価として、代行協会員に支払われま
す。 

販売報酬 報酬対象額の年率0.40％ 

販売会社報酬は、投資者からの申込み
または買戻請求を管理会社に取り次ぐ
等の業務の対価として、日本における
販売会社に支払われます。 

その他の費用（当期） 0.49％ 
償還費用、監査費用、弁護士費用、そ
の他の運用費用等 

（注１）各報酬については、有価証券報告書に定められている料率または金額を記しています。「その他の費用（当期）」には運用状

況等により変動するものや実費となる費用が含まれます。便宜上、当期のその他の費用の金額をファンドの当期末の財務書類

上の純資産価額で除して100を乗じた比率を表示していますが、実際の比率とは異なります。 

（注２）各項目の費用は、ファンドが組み入れているゼロ・クーポン債およびパフォーマンス・リンク債の費用を含みません。 
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Ⅱ．直近10期の運用実績 
 

(1）純資産の推移 
 下記会計年度末および第７会計年度中における各月末の純資産の推移は、以下のとおりです。 

 
純資産価額 一口当たり純資産価格 

豪ドル 百万円 豪ドル 円 

第１会計年度末 
（2016年11月末日） 

288,129,719 25,842 0.9480 85 

第２会計年度末 
（2017年11月末日） 

227,064,188 20,365 0.9827 88 

第３会計年度末 
（2018年11月末日） 

185,783,099 16,663 0.9739 87 

第４会計年度末 
（2019年11月末日） 

175,170,936 15,711 1.0254 92 

第５会計年度末 
（2020年11月末日） 

156,984,941 14,080 1.0248 92 

第６会計年度末 
（2021年11月末日） 

112,960,516 10,131 1.0032 90 

第７会計年度末 
（2022年11月末日） 

81,814,424 7,338 0.9824 88 

2021年12月末日 110,959,594 9,952 1.0037 90 

2022年１月末日 108,513,536 9,733 0.9988 90 

２月末日 107,319,091 9,625 0.9972 89 

３月末日 105,395,295 9,453 0.9894 89 

４月末日 96,256,153 8,633 0.9818 88 

５月末日 92,952,452 8,337 0.9808 88 

６月末日 89,937,395 8,066 0.9747 87 

７月末日 87,165,765 7,818 0.9779 88 

８月末日 85,825,499 7,698 0.9769 88 

９月末日 84,625,195 7,590 0.9759 88 

10月末日 82,303,010 7,382 0.9795 88 

11月末日 81,814,424 7,338 0.9824 88 

（注１）上記純資産価額および一口当たり純資産価格は、ファンドの定められた存続期間全体にわたる受託報

酬、監査費用、およびその他の運用費用に対する準備金を含むものであり、これらの費用を発生時に

費用計上している後記財務書類の値とは異なる場合があります。 

（注２）豪ドルの円貨換算は、便宜上、2023年３月31日現在の株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場

の仲値（１豪ドル＝89.69円）によります。以下同じです。 
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(2）分配の推移 
 該当事項はありません。 

 

(3）販売及び買戻しの実績 
 下記会計年度における受益証券の販売および買戻しの実績ならびに下記会計年度末日現在の受

益証券の発行済口数は、以下のとおりです。 

 

会計年度 販売口数 買戻口数 発行済口数 

第１会計年度 
325,260,000 
(325,260,000) 

21,330,000 
(21,330,000) 

303,930,000 
(303,930,000) 

第２会計年度 
0 
(0) 

72,870,000 
(72,870,000) 

231,060,000 
(231,060,000) 

第３会計年度 
0 
(0) 

40,310,000 
(40,310,000) 

190,750,000 
(190,750,000) 

第４会計年度 
0 
(0) 

19,930,000 
(19,930,000) 

170,820,000 
(170,820,000) 

第５会計年度 
0 
(0) 

17,640,000 
(17,640,000) 

153,180,000 
(153,180,000) 

第６会計年度 
0 
(0) 

40,580,000 
(40,580,000) 

112,600,000 
(112,600,000) 

第７会計年度 
0 
(0) 

29,320,000 
(29,320,000) 

83,280,000 
(83,280,000) 

（注１）（  ）の数は、本邦内における販売・買戻しおよび発行済口数です。 

（注２）第１会計年度の販売口数には、当初申込期間中の販売口数が含まれます。 
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Ⅲ．ファンドの経理状況 
 

ａ．ファンドの直近会計年度の日本文の財務書類は、国際財務報告基準に準拠して作成された原文の

財務書類を翻訳したものです。これは「特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令」に基づき、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第131条第５項ただし書の規定の適用によ

るものです。 

 

ｂ．ファンドの原文（英文）の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103

号）第１条の３第７項に規定する外国監査法人等をいう。）であるアーンスト・アンド・ヤング・

リミテッドから監査証明に相当すると認められる証明を受けており、当該監査証明に相当すると認

められる証明に係る監査報告書に相当するもの（訳文を含む。）が当該財務書類に添付されていま

す。 

 

ｃ．ファンドの原文（英文）の財務書類は豪ドルで表示されています。日本文の財務書類には、主要

な金額について円貨換算が併記されています。日本円による金額は、2023年３月31日現在における

株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１豪ドル＝89.69円）で換算されています。

なお、千円未満の金額は四捨五入されています。 
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独立監査人の報告書 

 

フィロソフィック２・インベストメント・トラスト－ 

ウィントン・パフォーマンス連動ボンドプラスファンド15－10（豪ドル建）の受託会社御中 

（ケイマン諸島の法律に基づき基本信託証書および信託証書補遺により設定されたオープン・エンドの

アンブレラ型投資信託） 

 

財務書類の監査に対する報告書 

 

監査意見 

我々は、2022年11月30日現在の財政状態計算書ならびに同日に終了した年度の包括利益計算書、資本

変動計算書、およびキャッシュ・フロー計算書、ならびに重要な会計方針の要約を含む財務書類に対す

る注記から構成される、フィロソフィック２・インベストメント・トラスト－ウィントン・パフォーマ

ンス連動ボンドプラスファンド15－10（豪ドル建）（ケイマン諸島の法律に基づき基本信託証書および

信託証書補遺により設定されたオープン・エンドのアンブレラ型投資信託）（「ファンド」）の財務書

類について監査を行った。 

我々は、国際財務報告基準（「ＩＦＲＳｓ」）に準拠して、2022年11月30日現在のファンドの財務状

態ならびに同日に終了した年度のファンドの運用実績およびキャッシュ・フローについて、真実かつ公

正な概観を付与しているものと認める。 

 

意見の根拠 

我々は、国際監査基準（「ＩＳＡｓ」）に準拠して監査を行った。これらの基準の下での我々の責任

については、当報告書の「財務書類の監査に関する監査人の責任」の項において詳述されている。我々

は、（国際独立基準を含む）国際会計士倫理基準審議会の職業会計士のための国際倫理規程（「ＩＥＳ

ＢＡ規定」）に準拠してファンドから独立した立場にあり、ＩＥＳＢＡ規定に準拠して他の倫理的な義

務も果たしている。我々は、我々が入手した監査証拠が監査意見表明のための基礎を得るのに十分かつ

適切であると判断している。 

 

追記情報 

2022年11月30日終了年度の財務書類が継続企業の前提ベースで作成されていないことを記載している

当財務書類の注記４について、我々は注意を喚起する。本件は、我々の意見を修正するものではない。 

 

その他の情報 

その他の情報は、ファンドの運用および管理情報の項に含まれる情報で構成される。経営陣はその他

の情報に対して責任を負う。 

財務書類に対する我々の意見は、その他の情報を対象としておらず、我々は、その他の情報に対して

いかなる形式の結論の保証も表明しない。 

財務書類の監査に関する我々の責任は、その他の情報を精読し、当該情報が、財務書類または我々が

監査で入手した知識と著しく矛盾していないか、もしくは重要な虚偽表示があると思われるかについて

検討することである。我々が実施した調査に基づき、当該情報に重要な虚偽表示があるという結論に達

した場合、我々はその事実を報告する義務がある。この点に関し、我々に報告すべき事項はない。 

 

財務書類に対する経営陣および受託会社の責任 

経営陣は、ＩＦＲＳｓに準拠して、当財務書類の作成および公正表示、ならびに不正または誤謬のい
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ずれに起因するかを問わず、重要な虚偽表示がない財務書類を作成するために必要であると経営陣が決

定する内部統制に関して責任を負う。 

財務書類の作成において、経営陣は、ファンドが継続企業として存続する能力を評価し、それが適用

される場合には、経営陣がファンドの清算または運用の中止を意図している、もしくは現実的にそれ以

外の選択肢がない場合を除き、継続企業の前提に関する事象を適宜開示し、継続企業の会計基準を使用

する責任を負う。 

 受託会社は、ファンドの財務報告プロセスの監督に責任を負う。 

 

財務書類の監査に関する監査人の責任 

 我々の報告書は、全体としての受益者に対してのみ作成されており、それ以外のいかなる目的も有し

ない。我々は、当報告書の内容に関して、いかなる他の人物に対しても責任を負わずまた引受けないも

のとする。 

我々の目的は、不正または誤謬のいずれに起因するかを問わず、財務書類に全体として重要な虚偽表

示がないかどうかにつき合理的な保証を得ること、および監査人の報告書を発行することである。合理

的な保証は高度な水準の保証ではあるが、ＩＳＡｓに準拠して行われる監査が、重要な虚偽表示を常に

発見することを保証するものではない。虚偽表示は不正または誤謬により生じることがあり、重要とみ

なされるのは、単独でまたは全体として、当該財務書類に基づく利用者の経済的意思決定に影響を及ぼ

すことが合理的に予想される場合である。 

 

ＩＳＡｓに準拠した監査の一環として、監査全体を通じて、我々は専門的判断を下し、職業的懐疑心

を保っている。また、以下も実行する。 

・不正または誤謬のいずれに起因するかを問わず、財務書類の重要な虚偽表示のリスクを認識および評

価し、それらのリスクに対応する監査手続を策定および実行し、我々の監査意見表明のための基礎と

して十分かつ適切な監査証拠を得る。不正による重要な虚偽表示は共謀、偽造、意図的な削除、不正

表示または内部統制の無効化によることがあるため、誤謬による重要な虚偽表示に比べて、見逃すリ

スクはより高い。 

・ファンドの内部統制の有効性についての意見を表明するためではなく、状況に適した監査手続を策定

するために、監査に関する内部統制についての知識を得る。 

・使用される会計方針の適切性ならびに経営陣が行った会計上の見積りおよび関連する開示の合理性を

評価する。 

・経営陣が継続企業の前提の会計基準を採用した適切性について結論を下す。そのような使用が不適切

であり、経営陣が異なる会計基準を使用する場合、我々は、経営陣が異なる会計基準を使用すること

の妥当性について結論を下す。我々はまた、異なる会計基準およびその使用理由を記載した開示の妥

当性を評価する。我々の結論は、当監査人の報告書の日付までに入手した監査証拠に基づく。 

・開示を含む財務書類の全体的な表示、構成および内容について、また、財務書類が、適正表示を実現

する方法で対象となる取引および事象を表しているかについて評価する。 

我々は受託会社に、特に、計画した監査の範囲および実施時期、ならびに我々が監査中に特定した内

部統制における重大な不備を含む重大な監査所見に関して報告する。 

 

 



－  － 

 

 

10

アーンスト・アンド・ヤング・リミテッド 

 

グランド・ケイマン ケイマン諸島 

 

2023年５月４日 
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（１）貸借対照表 

フィロソフィック２・インベストメント・トラスト－ 

ウィントン・パフォーマンス連動ボンドプラスファンド15－10（豪ドル建） 

財政状態計算書 

2022年11月30日現在 

 

   2022年11月30日  2021年11月30日  

 注記  豪ドル  千円  豪ドル  千円  

資産           

損益を通じて公正価値で測定する 
金融資産 

７,15  81,033,071  7,267,856  112,173,208  10,060,815  

未収利息   41,937  3,761  55,016  4,934  

ブローカーからの未収金   756,217  67,825  742,072  66,556  

現金および現金同等物 ８  2,333,458  209,288  4,014,042  360,019  

資産合計   84,164,683  7,548,730  116,984,338  10,492,325  

           

負債           

未払買戻金   470,448  42,194  1,973,743  177,025  

未払勘定および未払債務   164,668  14,769  204,343  18,328  

未払償還費用   292,469  26,232  －  －  

負債合計   927,585  83,195  2,178,086  195,353  

           

資本           

受益者資本 ９  83,280,000  7,469,383  112,600,000  10,099,094  

（欠損金）／剰余金   (42,902) (3,848) 2,206,252  197,879  

資本合計 11  83,237,098  7,465,535  114,806,252  10,296,973  

           

負債および資本合計   84,164,683  7,548,730  116,984,338  10,492,325  

           

発行済受益証券口数 ９  83,280,000 口   112,600,000 口   

           

受益証券一口当たり純資産価格 11  0.9995  90 円 1.0195  91 円 

 

 添付の注記は、本財務書類と不可分のものである。 
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（２）損益計算書 

フィロソフィック２・インベストメント・トラスト－ 

ウィントン・パフォーマンス連動ボンドプラスファンド15－10（豪ドル建） 

包括利益計算書 

2022年11月30日に終了した年度 

 

   2022年  2021年  

 注記  豪ドル  千円  豪ドル  千円  

収益           

パフォーマンス・リンク債からの 
利息収益 

５  1,146,959  102,871  1,504,295  134,920  

銀行預金からの利息収入   1,530  137  4  0  

投資収益合計   1,148,489  103,008  1,504,299  134,921  

費用           

監査費用   51,715  4,638  47,225  4,236  

代行協会員報酬 ６  96,496  8,655  131,037  11,753  

販売報酬 ６  385,984  34,619  524,149  47,011  

投資顧問報酬 ６  241,240  21,637  327,593  29,382  

管理報酬 ６  283,405  25,419  331,037  29,691  

受託報酬および受託事務代行報酬 ６  115,795  10,386  157,245  14,103  

弁護士費用   17,771  1,594  51,164  4,589  

償還費用   292,469  26,232  －  －  

その他の運用費用   44,234  3,967  94,885  8,510  

運用費用合計   1,529,109  137,146  1,664,335  149,274  

投資有価証券および為替差損益 
控除前の純損失 

  (380,620) (34,138) (160,036)  (14,354) 

投資有価証券および為替差損益           

損益を通じて公正価値で測定する 
金融資産にかかる実現純（損失）／
利益 

  (172,662) (15,486) 1,048,597  94,049  

損益を通じて公正価値で測定する 
金融資産にかかる未実現損失の純変
動 

  (2,054,287) (184,249) (3,722,116)  (333,837) 

純為替差損失   (53,363) (4,786) (289)  (26) 

   (2,280,312) (204,521) (2,673,808)  (239,814) 

           

当期包括純損失合計   (2,660,932) (238,659) (2,833,844)  (254,167) 

 
 添付の注記は、本財務書類と不可分のものである。 
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ウィントン・パフォーマンス連動ボンドプラスファンド15－10（豪ドル建） 

資本変動計算書 

2022年11月30日に終了した年度 

                                                                     

 
発行済受益証券口数 

（注記９） 
 

受益者資本 
（注記９） 

 剰余金／（欠損金）  資本合計 

   豪ドル  千円  豪ドル  千円  豪ドル  千円 

2020年12月１日現在 153,180,000  153,180,000  13,738,714  5,805,245  520,672  158,985,245  14,259,387 

受益証券買戻し (40,580,000) (40,580,000) (3,639,620) (765,149) (68,626) (41,345,149) (3,708,246)

包括純損失 －  －  －  (2,833,844) (254,167) (2,833,844) (254,167)

2021年11月30日および 
2021年12月１日現在 

112,600,000  112,600,000  10,099,094  2,206,252  197,879  114,806,252  10,296,973 

受益証券買戻し (29,320,000) (29,320,000) (2,629,711) 411,778  36,932  (28,908,222) (2,592,778)

包括純損失 －  －  －  (2,660,932) (238,659) (2,660,932) (238,659)

2022年11月30日現在 83,280,000  83,280,000  7,469,383  (42,902) (3,848) 83,237,098  7,465,535 

 
 添付の注記は、本財務書類と不可分のものである。 

 

 



－  － 

 

 

17

フィロソフィック２・インベストメント・トラスト－ 

ウィントン・パフォーマンス連動ボンドプラスファンド15－10（豪ドル建） 

キャッシュ・フロー計算書 

2022年11月30日に終了した年度 

 

   2022年  2021年  

 注記  豪ドル  千円  豪ドル  千円  

運用活動からのキャッシュ・フロー           

当期包括純損失   (2,660,932) (238,659) (2,833,844)  (254,167) 

以下への調整：           

利息収入   (1,148,489) (103,008) (1,504,299)  (134,921) 

損益を通じて公正価値で測定する 
金融資産にかかる実現純損失／
（利益） 

  172,662  15,486  (1,048,597)  (94,049) 

損益を通じて公正価値で測定する
金融資産にかかる未実現損失の純
変動 

  2,054,287  184,249  3,722,116  333,837  

損益を通じて公正価値で測定する
金融資産の売却にかかる受取額 

  28,899,043  2,591,955  41,144,401  3,690,241  

未払勘定および未払負債の（減
少）／増加 

  (39,675) (3,558) 742  67  

未払償還費用の増加   292,469  26,232  －  －  

受取利息   1,161,568  104,181  1,449,283  129,986  

運用活動から発生した現金純額   28,730,933  2,576,877  40,929,802  3,670,994  

           

財務活動からのキャッシュ・フロー           

受益証券買戻し支払   (30,411,517) (2,727,609) (44,397,336)  (3,981,997) 

財務活動に使用された現金純額   (30,411,517) (2,727,609) (44,397,336)  (3,981,997) 

           

現金および現金同等物の純減少   (1,680,584) (150,732) (3,467,534)  (311,003) 

期首現在現金および現金同等物   4,014,042  360,019  7,481,576  671,023  

期末現在現金および現金同等物 ８  2,333,458  209,288  4,014,042  360,019  

 

 添付の注記は、本財務書類と不可分のものである。 
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フィロソフィック２・インベストメント・トラスト－ 

ウィントン・パフォーマンス連動ボンドプラスファンド15-10（豪ドル建） 

財務書類に対する注記 

2022年11月30日に終了した年度 

 

注１．ファンド 

 フィロソフィック２・インベストメント・トラスト（「トラスト」）は、ケイマン諸島の法律に従

い、IQ EQマネジメント・バミューダ・リミテッド（「管理会社」）およびＨＳＢＣトラスティー

（ケイマン）リミテッド（「受託会社」）の間で締結された、ケイマン諸島の金融庁に登録され、ケ

イマン諸島のミューチュアル・ファンド法（改正済）の下で規制されたミューチュアル・ファンドで

あり、2015年３月20日付基本信託証書に基づいて設立された、オープン・エンドのアンブレラ型投資

信託である。トラストは、適用される当該ファンドに帰属する資産および負債の別のポートフォリオ

またはファンドを創設、設立することができるアンブレラ型投資信託として設立された。 

 ウィントン・パフォーマンス連動ボンドプラスファンド15-10（豪ドル建）（「ファンド」）は、

2015年８月12日に受託会社および管理会社との間で締結された基本信託証書および補遺信託証書に

従って設立されたトラストのファンドである。2022年11月30日現在、２本のファンドが設立されてい

る（2021年：２本）。 

 ファンドの投資目的は、ファンド償還時における受益証券一口当たり純資産価格について、豪ドル

建て募集価格の100％を確保することを目指しつつ、中長期的にキャピタル・ゲインを追求すること

である。管理会社は、受益証券の発行手取金の全額を、シグナム・モメンタム・リミテッド（Signum 

Momentum Limited）（「ゼロ・クーポン債発行会社」）により発行される８年豪ドル建てゼロ・クー

ポン債（「ゼロ・クーポン債」）およびクォーティックス・フィナンシャル・プロダクツIIリミテッ

ド（Quartix Financial Products II Limited）（「パフォーマンス・リンク債発行会社」）により

発行される８年豪ドル建てパフォーマンス・リンク債（「パフォーマンス・リンク債」）に投資する

ことにより、かかる投資目的を達成することを目指す。ゼロ・クーポン債は、債券満期日までゼロ・

クーポン債を保有したゼロ・クーポン債の保有者に対して元本の100％（豪ドル建て）を提供するこ

とを目指す。ゼロ・クーポン債への投資分および一定の費用の支払分を控除した残りの純受取額は、

パフォーマンス・リンク債に投資される。パフォーマンス・リンク債への投資により、投資者に対し、

ＭＡ ＷＣＭ ＦＰリミテッド（MA WCM FP Limited）（「投資先ファンド」）のパフォーマンスへ

のエクスポージャーが提供される。 

 ファンドは、2023年10月13日付で、または基本信託証書に記載されるその他の終了事由の発生によ 

り償還される予定である。管理会社および受託会社は、2023年９月29日付のファンドの投資先の満期

後に、ファンドが2023年10月13日付で償還すると予想している。 

 

注２.１．会計方針および開示の変更 

ファンドに重要な影響を及ぼすと予想される、公表済みであるがファンドの財務書類の公表日まで

未施行の基準および解釈はない。 

 

注２.２．公表済みであるが未施行の財務報告基準 

ファンドの財務書類の日付までに公表済みであるが未施行である改訂済み基準は、取締役会の意見

では、明らかにファンドに影響を与えない基準を除き、以下に開示されている。ファンドは、該当す

る場合、それらが施行された時点で、これらの改訂済み基準を適用するつもりである。 

会計上の見積りの定義－国際会計基準(「ＩＡＳ」）第８号の修正 

2021年２月、国際会計基準審議会（「ＩＡＳＢ」）は、ＩＡＳ第８号の修正を公表し、「会計上の
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見積り」の定義が導入された。当該修正により、会計上の見積りの変更と会計方針の変更の区別およ

び誤謬の訂正が明確になった。また、当該修正は、会計上の見積りを策定するために、事業体がどの

ように測定技法やインプットを用いているかを明確にしている。 

当該修正は、2023年１月１日以降に開始する会計年度から施行され、期首以降に発生する会計方針

の変更および会計上の見積りの変更にも適用される。この事実が開示される限り早期適用が認められ

ている。 

当該修正は、ファンドに重大な影響を与えることはないと見込まれる。 

会計方針の開示－ＩＡＳ第１号および国際財務報告基準（「ＩＦＲＳ」）実務記述書第２号の修正 

2021年２月、ＩＡＳＢは、ＩＡＳ第１号およびＩＦＲＳ実務記述書第２号「重要性に関する判断の

行使」の修正を公表した。当該修正は、重要性に関する判断を会計方針の開示に適用するための指針

および例を事業体に提供するものである。当該修正は、事業体に「重要な」会計方針を開示すること

を要求する要件を「重要性がある」会計方針を開示する要件に置き換え、事業体が会計方針の開示に

関する意思決定を行う際に、重要性の概念をどのように適用するかについての指針を追加することに

より、より有用な会計方針の開示を提供し、事業体の役に立つことを目的としている。 

ＩＡＳ第１号の修正は、2023年１月１日以降に開始する会計年度に適用され、早期適用が認められ

ている。実務記述書第２号の修正は、会計方針情報への「重要性がある」の定義の適用に関する強制

的でない指針を提供しているため、これらの修正の効力発生日は必要ない。 

ファンドは現在、当該修正がファンドの会計方針開示に与える影響を判断するための当該修正の影

響を評価している。 

ＩＡＳ第１号の修正:負債の流動または非流動への分類 

2020年１月、ＩＡＳＢは、負債を流動負債または非流動負債に分類するための要件を規定するＩ

ＡＳ第１号第69項―76項の修正を公表した。当該修正は、以下を明確にする: 

a. 決済を繰り延べる権利が意味するもの 

b. 報告期間末時点で繰り延べる権利が存在しなければならないこと 

c. 分類は、事業体が繰延権利を行使する可能性に影響されないこと 

d. 転換負債の組込デリバティブ自体が資本性金融商品である場合にのみ、負債の条件はその分

類に影響を与えないこと。 

この修正は2023年１月１日以降に開始する会計年度に施行され、遡及的に適用されなければならな

い。ファンドは現在、当該修正が現在の慣行に与える影響や、既存の融資契約が再交渉を必要とする

可能性があるかどうかを評価している。 

 

注３．重要な会計判断、見積りおよび仮定 

 ファンドの財務書類の作成には、経営陣が収益、費用、資産および負債の報告金額ならびに付随す

る開示に影響を及ぼす判断、見積りおよび仮定を行うことが要求される。これらの仮定や見積りに不

確実性がある場合、結果として、将来の期間に影響を及ぼす資産または負債の帳簿価額に対する重大

な調整が必要となることがある。 

判断 

ファンドの会計方針を適用する過程で、経営陣は以下の判断を行ったが、それにより財務書類にお

いて認識される金額に最も重要な影響を及ぼしている。 

税制 

複雑な税制の解釈および外国源泉徴収税にかかる税法の変更に関して、不確実性が存在する。幅広

い国際投資を考慮すると、実際の投資収益と行われた仮定との間に生じる差異、またはそのような仮

定に対する将来の変更により、すでに計上された税金費用に対する将来の調整が必要となる可能性が

ある。ファンドは、投資先各国の税務当局による監査の結果生じうる合理的な見積りに基づき、引当
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金を設定する。当該引当金の金額は、過去の税務監査の経験ならびに課税主体および責任税務当局に

よる税務規制の解釈の相違等の様々な要因に基づく。このような解釈の相違は、各投資先の所在地に

おける状況によって、多種多様な問題を生じさせる可能性がある。ファンドは、税金に関する訴訟お

よびその後のキャッシュ・アウトフローが生じる可能性はほとんどないと評価しているため、偶発債

務は認識されていない。 

公正価値 

金融商品の公正価値は、注記15を参照のこと。 

 

注４．重要な会計方針の概要 

当期の清算ベースの採用による調整を除き、当該財務書類の作成に際して採用される重要な会計方

針は以下の通りである。 

 

遵守の表明 

 本財務書類は、国際会計基準審議会（「ＩＡＳＢ」）により発行されるＩＦＲＳおよびＩＡＳＢの

国際財務報告解釈指針委員会（「ＩＦＲＩＣ」）により発行される解釈に従って作成されている。採

用された会計方針は、注記２で開示されているものを除き、前会計年度の会計方針と一致している。 

作成の基礎 

 本財務書類は、公正価値で測定されている、損益を通じて公正価値で測定する金融資産を除き、取

得原価主義に基づき作成されている。本財務書類は、ファンドの機能通貨でもある豪ドルで表示され、

別段の記載がない限り、すべての数値につき１豪ドル以下が四捨五入されている。 

財務書類の注記１で説明されているように、ファンドは投資先の満期後に償還する。したがって、

ファンドの管理会社の意見によれば、継続企業の前提ベースはもはや適用されず、本財務書類は清算

ベースで作成されている。ファンドの管理会社は、ファンドの資産および負債の帳簿価額を評価し、

これらがそれぞれ正味実現可能価額および見積決済金額に近似していると判断した。292,469豪ドル

の見積償還費用が、ファンドの財政状態計算書に計上されている。これは、ファンドの償還に際して

発生する固定費の経営陣による最善の見積りを示している。償還時に引当金が再検討され、受益者に

支払われる金額は、その時点で評価された最終純資産価額に基づいて決定される。 

収益の認識 

 収益は、ファンドへの経済利益の流入が見込まれ、収益が信憑性をもって予測される場合に認識さ

れる。利息収入は、残存元本および適用ある現行の金利を考慮し、時間比例配分ベースで認識される。 

金融商品 

(ⅰ）分類  

ファンドは、ＩＦＲＳ第９号に従い、当初認識時に金融資産および金融負債を以下の金融資産およ

び金融負債のカテゴリーに分類している。 

金融資産 

ファンドは、償却原価で測定されるか、または損益を通じた公正価値（「ＦＶＰＬ」）で測定され

る金融資産を、以下の両方に基づいて、その後測定される金融資産に分類する。 

● 金融資産を管理するための事業体のビジネス・モデル 

● 金融資産の契約上のキャッシュ・フローの特性 

償却原価で測定する金融資産 

債務商品は、契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする

ビジネス・モデル内で保有されている場合には償却原価で測定され、契約条件により、特定の日に元

本および元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが生じる。ファンドのかかるカ

テゴリーには、未収利息、ブローカーからの未収金、現金および現金同等物が含まれる。 
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ＦＶＰＬで測定する金融資産 

以下の場合、金融資産はＦＶＰＬで測定される。 

(a）契約条件により、特定の日に元本および元本残高に対する利息の支払のみ（ＳＰＰＩ）で

あるキャッシュ・フローが生じるものではない。 

(b）契約上のキャッシュ・フローを回収すること、または契約上のキャッシュ・フローを回収

し、売却することの両方を目的とするビジネス・モデル内で保有されていない。 

(c）当初認識時に、ＦＶＰＬで測定されるように取消不能に指定されている場合、資産または

負債の測定から生じるであろう測定または認識の矛盾を排除するか著しく減少させ、また

は異なる基準に基づいてそれらの損益を認識することを目的とする。 

ファンドは、かかるカテゴリーに以下を含める。 

● 債務商品。これらは、投資収益および時価評価による利益を公正価値ベースで管理するた

めのビジネス・モデルに基づき保有される投資有価証券を含む。 

金融負債 

償却原価で測定する金融負債 

このカテゴリーには、ＦＶＰＬで測定されるもの以外のすべての金融負債が含まれている。ファン

ドは、かかるカテゴリーに未払買戻金、未払金、未払債務を含める。 

(ⅱ）認識 

ファンドは、金融商品の契約条項の当事者となる場合、およびその場合に限り、金融資産また

は負債を認識する。一般的に市場での規則または慣習によって定められた期間内に資産の引渡し

を必要とする金融資産の購入または売却(通常取引)は、取引日、すなわち、ファンドが資産の購

入または売却を約定する日に認識される。 

(ⅲ) 当初の測定 

ＦＶＰＬの金融資産は、当初、公正価値で財政状態計算書に計上される。そのような金融商品

のすべての取引費用は、損益で直接認識される。 

金融資産 (ＦＶＰＬに分類されるものを除く)は、当初公正価値に取得または発行に直接起因す

る追加費用を加算した金額で測定される。 

(ⅳ）後日の測定 

ファンドは、当初測定後、公正価値でＦＶＰＬに分類される金融商品を測定する。これらの金

融商品の公正価値のその後の変動は、包括利益計算書において「損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産にかかる純利益または損失」に計上される。これらの金融商品にかかる受領または支

払利息および配当金は、包括利益計算書において、利息収益または費用および配当収益または費

用として別個に計上される。 

ＦＶＰＬに分類される金融負債以外の金融負債は、実効金利法を用いて償却原価で測定される。

利益および損失は、負債の認識が中止された時点で、ならびに償却プロセスを通じて、損益で認

識される。 

実効金利法は、金融資産または金融負債の償却原価を計算し、関連する期間にわたって受取利

息または支払利息を配分する方法である。実効金利とは、金融商品の予想耐用年数、または適切

な場合には、それより短い期間を通じて、予想される将来の現金支払または受領を、金融資産ま

たは金融負債の正味帳簿価額に正確に割引く利率である。ファンドは、実効利率を計算する際に、

金融商品の契約条件をすべて考慮したキャッシュ・フローを見積もるが、将来の信用損失は考慮

していない。この計算には、実効利率、取引コストおよびその他すべてのプレミアムまたはディ

スカウントの不可欠な部分である、契約当事者間で支払われたまたは受領されたすべての報酬が

含まれる。 

(ⅴ）認識の中止 
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 金融資産（または、適切な場合には、金融資産の一部または類似金融資産のグループの一部）は、

以下の場合に認識の中止となる。 

● 資産からのキャッシュ・フローを受領する権利が消滅している。 

● ファンドが、資産からのキャッシュ・フローを受領する権利を移転した、または「パスス

ルー」契約に基づいて受領したキャッシュ・フローの全額を第三者に遅滞なく支払う義務を引

受けた、および 

● 次のいずれか(a）ファンドは資産に関するすべてのリスクおよび便益を実質的に移転した、

または(b）ファンドは資産に関するすべてのリスクおよび便益を実質的に移転も留保もしてい

ないが、資産の支配権を移転した。 

 ファンドが資産からのキャッシュ・フローを受領する権利を移転（またはパススルー契約を締結）

する場合、ならびに当該資産に関するすべてのリスクおよび便益を実質的に移転も留保もしておらず、

資産の支配権も移転していない場合、当該資産は、ファンドの資産に対する継続的関与の程度に応じ

て認識される。その場合、ファンドは関連負債をも認識する。移転された資産および関連負債は、

ファンドが保持している権利および義務を反映した方式で測定される。 

 ファンドは、負債に基づく義務が免責、取消または満了した場合に、金融負債の認識を中止する。 

公正価値測定 

ファンドは、各報告期間において、金融商品を公正価値で測定する。公正価値は、測定日において

市場参加者間で秩序ある取引が行われた場合に、資産の売却により受領するであろう価格または負債

の移転のために支払うであろう価格である。公正価値測定は、資産の売却または負債の移転が、以下

のいずれかの市場において発生するとの前提に基づく。 

- 当該資産または負債にとっての主要な市場、または 

- 主要な市場がない場合は、当該資産または負債にとっての最も有利な市場。 

主要な市場または最も有利な市場は、ファンドにとって利用可能なものでなければならない。 

資産または負債の公正価値は、市場参加者は自身の経済的利益の最大化のために活動するとの仮

定の下で、資産または負債の価格設定を行う場合に市場参加者が利用するであろう前提を用いて測

定される。 

非金融資産の公正価値の測定は、市場参加者がその資産を最高かつ最良に使用するか、またはそ

の資産を最高かつ最良に使用する他の市場参加者に売却することにより、経済的利益を生み出す市

場参加者の能力を考慮に入れる。 

金融商品の公正価値は、公認の取引所における取引相場に基づいており、取引所で取引されてい

ない金融商品の場合には、将来の見積売却費用を控除することなく、報告日における最終取引価格

もしくは信用のおけるブローカーまたは相手方から調達した価格で評価される。 

活発な市場で取引されていないその他のすべての金融商品については、状況に応じて適切と判断

される評価手法を用いて公正価値を決定している。評価技法には、市場アプローチ(すなわち、必要

に応じて調整された直近の独立企業間市場取引を使用し、実質的に同一である他の金融商品の現在

の時価を参照すること)およびインカム・アプローチ(すなわち、利用可能で支持可能な市場データ

をできるだけ多く利用するディスカウント・キャッシュ・フロー分析およびオプション価格モデル)

が含まれる。 

公正価値が測定されるまたは財務書類において開示されるすべての資産および負債は、公正

価値ヒエラルキーに分類され、公正価値測定全体にとって重要なインプットの最も低いレベル

に基づき、以下のとおり記載される。 

- レベル１-活発な市場における同一の資産または負債の公表市場価格（未調整） 

- レベル２-公正価値測定にとって重要なインプットの最も低いレベルに対する評価技法が、直

接的または間接的に観測可能である場合 
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- レベル３-公正価値測定にとって重要なインプットの最も低いレベルに対する評価技法が、観

測不能である場合 

 定期的に財務書類において認識される資産および負債については、ファンドは、各報告期間

末時点で(公正価値測定全体にとって重要なインプットの最も低いレベルに基づいて)分類を再

評価することにより、ヒエラルキー内のレベル間で移動が生じたかどうかを決定する。 

金融資産の減損 

償却原価で測定する金融資産については、予想信用損失が２段階で認識される一般的なアプ

ローチの下で減損引当金が認識される。当初認識以降、信用リスクの著しい増加が生じていな

い信用エクスポージャーについては、ファンドは、今後12ヶ月以内に起こりうる債務不履行事

由から生じる信用損失に備えることが要求される。当初認識以降、信用リスクの著しい増加が

生じている信用エクスポージャーについては、債務不履行時期にかかわらず、エクスポー

ジャーの残存期間にわたり予想される信用損失に対する損失引当金の計上が要求される。 

 

外国通貨建取引 

 ファンドの機能通貨かつ表示通貨は豪ドルである。機能通貨は、ファンドがその運用により主とし

て現金を生じる、また費消する通貨を表している。 

 機能通貨以外の通貨による会計期間中の取引は、取引日における実勢為替レートで記録される。外

国通貨建の貨幣性資産および負債は、報告期間における実勢為替レートで再換算される。外国通貨建

取引に係る実現および未実現為替損益は、為替純利益または為替純損失として包括利益計算書の借方

または貸方に記入される。 

 外国通貨建の取得原価で測定されている非貨幣性項目は、当初取引日の為替レートを用いて換算さ

れる。外国通貨建の公正価値で測定されている非貨幣性項目は、公正価値が決定された日の為替レー

トを用いて換算される。 

 2022年11月30日現在の有効為替レートは、１豪ドル＝0.6698米ドルであった（2021年：１豪ドル＝

0.7104米ドル）。 

関連当事者 

 当事者が以下に該当する場合、ファンドの関連当事者とみなされる。 

(a）当事者が、個人またはその個人の家族の近親者であり、かつ、当該個人が以下のいずれかに該当

する場合。 

(ⅰ）ファンドに対して支配または共同支配を有する場合。 

(ⅱ）ファンドに対して重大な影響力を有する場合。 

(ⅲ）ファンドまたはファンドの親会社の主要な経営幹部の一員である場合。 

(b）当事者が、以下のいずれかに該当する事業体の場合。 

(ⅰ）事業体およびファンドが同一のグループの一員である場合。 

(ⅱ）一方の事業体が他方の事業体の関連会社またはジョイント・ベンチャー（またはその他の事業

体の親会社、子会社もしくは兄弟会社）である場合。 

(ⅲ）事業体およびファンドが同一の第三者のジョイント・ベンチャーである場合。 

(ⅳ）一方の事業体が第三者のジョイント・ベンチャーであり、他方の事業体が当該第三者の関連会

社である場合。 

(ⅴ）事業体がファンドまたはファンドに関連する事業体のいずれかの従業員給付のための退職後給

付制度である場合。 

(ⅵ）事業体が(a)で識別された個人により支配または共同支配されている場合。 

(ⅶ）(a)(ⅰ)で識別された個人が当該事業体に対して重大な影響力を有しているか、または当該事

業体（または当該事業体の親会社）の主要な経営幹部の一員である場合。 
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(ⅷ）ファンドに対し経営幹部サービスを提供する事業体または当該事業体の一部を成すファンドの

構成員である場合。 

現金および現金同等物 

 現金および現金同等物は、当座預金、手元現金、定期預金および金額が確定しうる現金に容易に換

金でき、価値の変動が少ない、短期で流動性の高い投資である。当座預金は、取得原価により繰り越

される。 

その他の通貨建ての現金および現金同等物は、報告日現在の適用為替レートで豪ドルに換算される。 

 キャッシュ・フロー計算書の目的上、現金および現金同等物は、当座預金により構成される。 

受益者資本 

 買戻可能受益証券は、以下の場合において、資本性金融商品として分類される。 

● ファンドが清算される場合、ファンドの純資産に対する持分に比例した権利を保有者に付与す

る。 

● 他のすべてのクラスの金融商品に対して劣後する金融商品クラスに属している。 

● 他のすべてのクラスの金融商品に対して劣後する金融商品クラスに属する商品が、同じ特性を

有する。 

● ファンドの純資産の比例持分に対する保有者の権利以外に、現金またはその他の金融資産を引

き渡すようないかなる契約上の義務も含まない。 

● 買戻可能受益証券に帰属する、存続期間中の予想キャッシュ・フローの総額が、実質的に、当

該金融商品の存続期間にわたる損益、ファンドの認識された純資産の変動、または認識された純

資産および未認識純資産の公正価値の変動に基づく。 

 上記の特性すべてを有する買戻可能受益証券に加え、ファンドは、以下の特性を有する他の金融商

品または契約を有していてはならない。 

● キャッシュ・フローの総額が、実質的にファンドの損益、認識された純資産の変動、または認

識された純資産および非認識純資産の公正価値の変動に基づく。 

● 金融商品保有者に残存持分を返還することを、実質的に制限または固定することができる。 

 ファンドは、継続的に、買戻可能参加受益証券の分類について評価を行っている。買戻可能参加受

益証券が資本に分類されるすべての特性および条件を充足しなくなった場合、ファンドは、当該買戻

可能参加受益証券を金融負債に再分類し、再分類日付の公正価値で測定する。過去の帳簿価格からの

差異は、資本において認識されるものとする。その後、買戻可能受益証券が資本に分類されるすべて

の特性および条件を充足した場合には、ファンドは、当該買戻可能受益証券を資本性金融商品に再分

類し、再分類日付の負債の帳簿価格で測定する。 

 買戻可能参加受益証券の発行、取得および消却は、資本性取引として計上される。受益証券の発行

時に受領した対価は資本に含められる。 

 ファンドが保有する資本性金融商品の購入、売却、発行、買戻しまたは消却にかかる、包括利益計

算書に認識される損益は無い。 

ファンドの将来的費用に係る準備金 

 英文目論見書（「英文目論見書」）に記載されているとおり、ファンドは、管理事務報酬、監査費

用およびその他の運用費用を含む、管理会社が定めるファンドの存続期間にわたりサービス・プロバ

イダーに対して支払われるべき特定の費用に関して準備金を設立時に設定した。かかる報酬への前払

いの準備金は、買戻しが生じた場合に、ファンドの設立時に約定されたかかる費用の不均等な配分を

残すことにより、継続する投資家が不利益を被らないよう保証することを意図している。これらの準

備金は、直近の会計期間における、公表された純資産価額に全額反映されている。 

 本財務書類は、ＩＦＲＳに従い作成されている。一定の当該準備金は、ファンドの存続期間全体に

わたり提供される業務に関連する費用への準備金を表しており、そのためＩＦＲＳに従い当該期間に
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おいてファンドの存続期間全体にわたり認識されることが要求されている。 

 したがって、これらの準備金が将来期間において発生する費用に関連している場合には、これらは

包括利益計算書および財政状態計算書から除外されている。これら準備金の包括利益計算書および財

政状態計算書からの除外は、上記の理由により、公表された純資産価額との比較において差異を生じ

させる結果となるため、本財務書類の注記12において調整について記載している。 

損益を通じて公正価値で測定する金融資産および負債にかかる純損益 

ＦＶＰＬで測定する金融資産にかかる純損益は、当初認識時にＦＶＰＬと指定された金融資産の公

正価値の変動であり、利息収益を除外している。 

未実現損益は、当期の金融商品の公正価値の変動および報告期間に実現した金融商品に対する前期

の未実現損益の戻入れにより構成される。 

損益を通じて公正価値に分類される金融商品の処分にかかる実現損益は、加重平均法を用いて計算

されるが、これらは金融商品の当初帳簿価額と処分金額の差額を表している。 

 

注５．パフォーマンス・リンク債からの利息収入 

英文目論見書の別紙２に従い、パフォーマンス・リンク債の名目元本額に対して年率で0.895％、

加えてパフォーマンス・リンク債の名目元本額の１億豪ドル以下の部分に対して年率で0.30％、パ

フォーマンス・リンク債の名目元本額の１億豪ドルを超える部分に対して年率で0.10％の金額が、

2015年10月30日から債券満期日までの毎月15日（当該日が営業日でない場合にはその直前の営業日）

および最終営業日、パフォーマンス・リンク債の保有者に対して、後払いで支払われる。 

当期中のパフォーマンス・リンク債からの利息収入は、1,146,959豪ドル（2021年：1,504,295豪ド

ル）にのぼった。 

 

注６．報酬 

受託報酬および管理事務代行報酬 

 受託会社および管理事務代行会社は、最低四半期報酬を10,000豪ドルとする、各評価日に発生し計

算され、毎月後払いされる、募集価格に発行済受益証券の口数を乗じた金額（「報酬対象額」）の年

率0.12％の金額の受託報酬を受領する権利を有する。受託会社および管理事務代行会社は、商慣習に

基づく事務処理報酬を受領する権利を有する。さらに、受託会社は、当初払込日後できる限り速やか 
に支払われる設定報酬5,000豪ドルを受領する権利を有する。また、受託会社および管理事務代行会

社は、トラストの資産の保管のために、各評価日に発生し計算され、毎月後払いされる、保管資産の

年率0.025％の保管手数料を受領する権利を有する。 

 当期中の受託報酬および管理事務代行報酬は、115,795豪ドル（2021年：157,245豪ドル）にのぼり、

2022年11月30日現在、その内9,066豪ドル（2021年：11,971豪ドル）が未払いであり、かつ未払勘定

および未払債務に含まれている。 

代行協会員報酬 

 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社（「代行協会員兼販売会社」）は、各評価日に発生

し計算され、毎月後払いされる、報酬対象額の年率0.10％の報酬を受領する権利を有する。 

 当期中の代行協会員報酬は、96,496豪ドル（2021年：131,037豪ドル）にのぼり、2022年11月30日

現在、その内7,555豪ドル（2021年：9,975豪ドル）が未払いであり、かつ未払勘定および未払債務に

含まれている。 

販売報酬 

 また、代行協会員兼販売会社は、各評価日に発生し計算され、毎月後払いされる、報酬対象額の年

率0.40％の販売報酬を受領する権利を有する。 

 当期中の販売報酬は、385,984豪ドル（2021年：524,149豪ドル）にのぼり、2022年11月30日現在、
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その内30,221豪ドル（2021年：39,901豪ドル）が未払いであり、かつ未払勘定および未払債務に含ま

れている。 

管理報酬 

 管理会社は、最低年間報酬を２万豪ドルとする、各評価日に発生し計算され、毎月後払いされる、

報酬対象額の１億豪ドルに相当する部分までについて年率0.30％、および１億豪ドルを超える部分に

ついて年率0.10％に相当する管理報酬を受領する権利を有する。また、管理会社は、ファンドの資産

から、当初払込日後できる限り速やかに支払われる設定報酬６万米ドルを受領する権利を有する。 

 当期中の管理報酬は、283,405豪ドル（2021年：331,037豪ドル）にのぼり、2022年11月30日現在、

その内22,666豪ドル（2021年：27,510豪ドル）が未払いであり、かつ未払勘定および未払債務に含ま

れている。 

投資顧問報酬 

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社（「投資顧問会社」）は、各評価日に発生し計算され、毎月後払いさ

れる、報酬対象額の年率0.25％の報酬を受領する権利を有する。 

当期中の投資顧問報酬は、241,240豪ドル（2021年：327,593豪ドル）にのぼり、2022年11月30日現

在、その内18,888豪ドル（2021年：24,938豪ドル）が未払いであり、かつ未払勘定および未払債務に

含まれている。 

 

注７．損益を通じて公正価値で測定する金融資産 

 
2022年 
豪ドル 

2021年 
豪ドル 

ＦＶＰＬで測定する金融資産、取得原価 81,767,410 110,853,260 

未実現（損失）／利益 (734,339) 1,319,948 

   

ＦＶＰＬで測定する金融資産、公正価値 81,033,071 112,173,208 

 

 パフォーマンス・リンク債は、投資先ファンドのパフォーマンスに連動する。パフォーマンス・リ

ンク債からのリターンは、投資先ファンドの想定上の投資額を参照することにより、決定される。パ

フォーマンス・リンク債は、2023年９月29日を満期としてパフォーマンス・リンク債発行会社により

発行された。 

 ゼロ・クーポン債発行会社による、予定満期日付のゼロ・クーポン債の償還額の支払は、ゼロ・

クーポン債発行会社がゼロ・クーポン債の発行手取金を、発行日付でスワップの取引相手方に支払い、

元本を乗じた予定償還価格を、予定満期日付でスワップの取引相手方から受領するスワップにより、

保証されている。ゼロ・クーポン債は、予定されている2023年９月29日の満期日において、元本の

100％で償還される。 

 損益を通じて公正価値で測定する金融資産の内訳は以下の通りである。 

2022年11月30日現在 保有高  
公正価値 
（豪ドル） 

 
純資産に占める割合 

（％） 

ゼロ・クーポン債 82,510,000  79,745,915  95.47 

パフォーマンス・リンク債 82,510,000  1,287,156  1.54 

合計   81,033,071  97.01 
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2021年11月30日現在 保有高  
公正価値 
（豪ドル） 

 
純資産に占める割合 

（％） 

ゼロ・クーポン債 111,860,000  109,399,080  95.29 

パフォーマンス・リンク債 111,860,000  2,774,128  2.43 

合計   112,173,208  97.72 

 

注８．現金および現金同等物 

 2022年11月30日現在、2,333,458豪ドルの現金預金（2021年：4,014,042豪ドル）は、利息付の

1,589,614豪ドルの豪ドル預金（2021年：3,103,599豪ドル）、200,755米ドルの米ドル預金（2021

年：263,835米ドル）、49,084英ポンドの英ポンド預金（2021年：49,073英ポンド）および無利息の

36,913,371円の日本円預金（2021年：40,331,971円）を表している。すべての預金は、受託会社の関

係会社である香港上海銀行（「ＨＳＢＣ」）に設置されていた。 

 

注９．受益者資本 

申込み 

当初申込期間中、受益証券は、適格投資者によって受益証券一口当たりの申込価格で申し込むこと

ができる。当初申込期間は2015年８月31日に始まり、2015年10月７日に終了する(「当初申込期間」)。

当初申込期間中に申込まれた受益証券は、当初払込日に発行される。管理会社は、何らかの理由によ

り、受益証券の当初の申込みを終了することを決定することができる。 

当初申込期間終了後、受益証券の申込みは行われない。 

買戻し 

受益証券は、受益者の判断により各買戻日において買戻しを申し込むことができるが、買戻日は、

各取引日および／または(受託会社と協議の上)管理会社が最終買戻日まで（同日を含む）特定の場合

に決定することができるその他の日である。 

受益者が買戻日において買戻しに供することができる受益証券の口数は、10,000口以上とし、これ

を上回る場合には10,000口（または管理会社が決定するその他の口数）の整数倍とする。 

 
2022年 
豪ドル 

2021年 
豪ドル 

発行済受益証券：   

83,280,000口（2021年：112,600,000口）：   

一口当たり1.00豪ドル 83,280,000 112,600,000 

 

 受益証券口数 受益証券口数 

発行済および全額払込済受益証券口数：   

期首現在 112,600,000 153,180,000 

期中買戻し (29,320,000) (40,580,000)

   

期末現在 83,280,000 112,600,000 

 

注10．税制 
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 現行のケイマン諸島の法律に基づき、トラストおよびファンドはケイマン諸島のいかなる収益税ま

たはキャピタル・ゲイン税も課せられない。 

 トラストは、ケイマン諸島の信託法（2011年改訂版）第81条に基づき、トラストの設立から50年間、

ケイマン諸島において制定される、利益または収益について計算される税金、資本性資産、キャピタ

ル・ゲインもしくは評価益について計算される税金または財産税もしくは相続税の性質を有するその

他の税金を課すいかなる法律の適用をも受けない確証を、ケイマン諸島の総督から受領している。 

 他の国々で発行された証券に係わる分配金など、他の税管轄国からの収益には、当該国において源

泉徴収税またはキャピタル・ゲイン税が課されることがある。外国における収益にかかる源泉徴収税

は、当該課税国の適用税率にしたがって徴収される。 

 

注11．財務書類上の受益者に帰属する純資産と公表された純資産価額との調整 

 

 
2022年 
豪ドル 

2021年 
豪ドル 

財務書類上の受益者に帰属する純資産 83,237,098 114,806,252 

   

準備金への調整（下記(a)参照） (1,422,674) (1,845,736)

   

報告日現在の公表された受益証券一口当たり純資産価格の 
計算に使用された純資産 

81,814,424 112,960,516 

   

公表された発行済受益証券口数 83,280,000 112,600,000 

   

公表された発行済受益証券一口当たり純資産価格（下記(b)
参照） 

0.9824 1.0032 

   

発行済受益証券一口当たり純資産価格（下記(c)参照） 0.9995 1.0195 

 

 (a）公表された発行済受益証券一口当たり純資産価格は、英文目論見書に従って計算されており、 

ＩＦＲＳにより要求されているように該当期間において監査費用、弁護士費用およびその他の運

用費用を発生時に費用計上するのではなく、ファンドの定められた存続期間全体にわたり、これ

らの費用に対する準備金を含むものである。 

(b）公表された受益証券一口当たり純資産価格0.9824豪ドル（2021年：1.0032豪ドル）の計算は、純

資産81,814,424豪ドル（2021年：112,960,516豪ドル）および2022年11月30日現在の発行済受益証

券の合計口数83,280,000口（2021年：112,600,000口）に基づいている。 

(c）財務書類上の受益者に帰属する一口当たり純資産価格0.9995豪ドル（2021年：1.0195豪ドル）の

計算は、純資産価額83,237,098豪ドル（2021年：114,806,252豪ドル）および2022年11月30日現在

の発行済受益証券の合計口数83,280,000口（2021年：112,600,000口）に基づいている。 

 

注12．金融商品、金融資産ならびに金融負債、およびリスク管理方針 

その他の金融商品 

 ファンドの投資活動は、ファンドが投資する金融商品に関連する各種リスクに晒される。ファンド
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が晒される最も重大な金融リスクは、市場リスク、信用リスクおよび流動性リスクである。市場リス

クは、外国為替リスク、価格リスクおよび金利リスクを含む。 

 ファンドの投資運用方針は、下記の手順を通じて決定される。管理会社はファンドの資産に対して

非一任型の運用サービスを提供し、主に投資証券が確実にファンドの投資目的に合致するようにし、

ファンドの資産が、信託証書および英文目論見書に明記される投資限度および借入限度を超えて使用

されるのを防ぐために合理的な手順を踏み、かつ、すべてのデュー・デリジェンスを実施する責任を

負う。管理会社の取締役会は、関連信託証書および英文目論見書において詳述される範囲で、ファン

ドの構造の管理に対して全体的に責任を負う。 

 投資運用の方針は非一任型であり、ファンドはその資産を一対一の割合でゼロ・クーポン債および

パフォーマンス・リンク債（総称して「債券」）に投資する。したがって、ファンドのリターンは、

パフォーマンス・リンク債およびゼロ・クーポン債のパフォーマンスに依拠する。パフォーマンス・

リンク債のリターンは、投資先ファンドに連動したリターン、パフォーマンス・リンク債発行会社の

業績および運用実績、ならびにパフォーマンス・リンク債の価格に影響を及ぼす可能性のあるその他

の要因に依拠する。ゼロ・クーポン債のリターンは、豪ドルのイールドカーブの変動、ゼロ・クーポ

ン債発行会社の業績および運用実績、ならびにゼロ・クーポン債の価格に影響を及ぼす可能性のある

その他の要因に依拠する。 

 本報告期間終了時点の発行済みの金融商品の性質およびその範囲、ならびにファンドによって採用

されるリスク管理方針は、下記において論じられる。 

(a）市場リスク 

 市場リスクは、市場価格の変動の結果金融資産の価格が変動するリスクであり、かかる変動は

個々の資産特有の要因または市場における全資産に影響する要因により生じる。 

 パフォーマンス・リンク債の買戻価格が投資先ファンドの既定の規則に連動し、したがって、本

ポートフォリオのボラティリティに連動することから、ファンドはその投資証券に関して市場リス

クに晒される。ゼロ・クーポン債が、予定されている2023年９月29日の満期日において元本の

100％で償還されることにより、かかるリスクは部分的に軽減される。 

投資先ファンドのポートフォリオは、以下のマージンの分配によって構成された（未監査）。 
 

2022年11月30日現在 

マーケット・セクター マージン％ 

農業 10.3% 

クレジット 0.9% 

通貨 18.7% 

エネルギー 6.7% 

債券 12.0% 

インデックス 15.7% 

資本財・サービス 2.0% 

ロング・ショート・エクイティ 27.6% 

金属 6.1% 

合計 100.0% 

 



－  － 

 

 

30

2021年11月30日現在 

マーケット・セクター マージン％ 

農業 14.0% 

クレジット 1.5% 

通貨 24.6% 

エネルギー 19.9% 

債券 4.1% 

インデックス 4.5% 

資本財・サービス 0.6% 

ロング・ショート・エクイティ 12.4% 

金属 18.4% 

合計 100.0% 

 

(ⅰ）外国為替リスク 

 外国為替リスクは、外国為替レートの変動にともない、金融資産および金融負債の価格が変動

するリスクである。ファンドにより発行される受益証券は豪ドル建てであり、受益証券は同通貨

でのみ発行され、買い戻される。ファンドはその資産の大半を豪ドル建ての債券に投資する。 

 パフォーマンス・リンク債が連動している投資先ファンドは、豪ドル以外の通貨建てにより取

引される投資有価証券の構成銘柄を反映するため、債券が外国為替リスクに晒される範囲で、

ファンドは外国為替リスクに晒される。したがって、ポートフォリオおよびそれに伴ったパ

フォーマンス・リンク債の価格は、外国為替レートの変動により有利または不利に動く可能性が

ある。 

2022年および2021年11月30日現在、ファンドはまた、豪ドル以外の通貨建てによる資産および

負債を有しているため、外国為替リスクに晒される。 

ファンドの純資産に占める通貨の割合は、下記の通りであった。 

通貨毎の資産および負債の分析（合計額は、2022年および2021年11月30日付の為替レートに基

づき、豪ドルで表示されている。） 

2022年11月30日現在          

 日本円  米ドル  英ポンド  豪ドル  合計 

         豪ドル 

資産          

損益を通じて公正価値で

測定する金融資産 
-  -  -  81,033,071  81,033,071 

未収利息 -  288  10  41,639  41,937 

ブローカーからの未収金 -  -  -  756,217  756,217 

現金および現金同等物 397,971  299,716  87,796  1,547,975  2,333,458 

資産合計 397,971  300,004  87,806  83,378,902  84,164,683 

          

負債          

未払買戻金 -  -  -  470,448  470,448 

未払勘定および未払債務 22,405  54,070  -  88,193  164,668 

未払償還費用 99,000  67,184  -  126,285  292,469 

負債合計 121,405  121,254  -  684,926  927,585 

          

為替エクスポージャー 

純額 276,566  178,750  87,806  82,693,976  83,237,098  
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2021年11月30日現在          

 日本円  米ドル  英ポンド  豪ドル  合計 

         豪ドル 

資産          

損益を通じて公正価値で

測定する金融資産 -  -  - 
 
 

112,173,208 
 
 

112,173,208 

未収利息 -  -  -  55,016  55,016 

ブローカーからの未収金 -  -  -  742,072  742,072 

現金および現金同等物 502,035  371,415  92,009  3,048,583  4,014,042 

資産合計 502,035  371,415  92,009  116,018,879  116,984,338 

          

負債          

未払買戻金 -  -  -  1,973,743  1,973,743 

未払勘定および未払債務 18,500  59,048  12,500  114,295  204,343 

負債合計 18,500  59,048  12,500  2,088,038  2,178,086 

          

為替エクスポージャー 

純額 483,535 

 

312,367 

 

79,509 

 

113,930,841 

 

114,806,252  
 

感応度分析 

2022年および2021年11月30日現在、以下の通貨に対して豪ドルが10％値を上げた場合、純資産

は、以下の金額分減少／増加したと考えられる。かかる感応度分析は、変更の可能性が合理的に

あり得るとの経営陣による最良の見積りを表しており、その他のすべての変動要素、とりわけ金

利が一定と仮定している。 

  純資産 純資産 

  2022年 2021年 

  豪ドル 豪ドル 

    

日本円  27,657 48,354 

米ドル  17,875 31,237 

英ポンド  8,781 7,951 

 

2022年および2021年11月30日現在、上記の通貨に対して豪ドルが10％値を下げた場合、上記の

通貨には上記と同額分だが反対の影響があったと考えられる。かかる分析は、その他のすべての

変動要素が一定と仮定している。 

 豪ドル以外の通貨建てで測定される金融資産を保有する投資家は、外国為替レートの変動によ

るリスクに晒される。ファンドの受益証券の純資産価額が、当初豪ドルで投資された元本を上回

る場合においても、当該通貨においては、純資産価額が減少する可能性がある。 

(ⅱ）価格リスク 

 価格リスクは、主に「公正価値で測定する金融資産」に分類される保有金融商品の将来の価格

に対する不確実性により生じるリスクであり、価格変動に直面した際に、ファンドがその保有ポ

ジションを通じて被るであろう含み損を表す。 

 債券への投資証券は、計算代理人によって提供される各評価日の終了時点における価格で評価

される。公表純資産価額の目的では、計算代理人によって提供される価格は、管理会社、受託会
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社および管理事務代行会社によって最終的なものとして扱われる。 

 ファンドの価格リスクは、パフォーマンス・リンク債の価格変動によって生じる。これらの価

格変動は、投資先ファンドの既定の規則に従った価格に影響を及ぼすマネージド・コモディ

ティーズ・フューチャーズのボラティリティの変化の結果として生じるものである。これらの価

格変動は、パフォーマンス・リンク債の価格に反映され、またファンドの純資産価額に影響を及

ぼす。 

 受益証券のリターンは、投資先ファンドを含むポートフォリオの価格変動に依拠する。受益証

券の取引価格は、投資先ファンドを構成するマネージド・コモディティーズ・フューチャーズの

価格変動その他の事由により、満期日前に大幅に変動する可能性がある。受益証券は、投資先

ファンドに対する直接投資に相当するものではない。 

その他のすべての変動要素が一定と仮定して2022年および2021年11月30日現在のマネージド・

コモディティーズ・フューチャーズ・ファンドが１％上昇したと仮定すると、ファンドの純資産

価額および収益は約386豪ドル（2021年：416豪ドル）増加すると考えられる。その他のすべての

変動要素が一定と仮定して2022年および2021年11月30日現在のマネージド・コモディティーズ・

フューチャーズ・ファンドが１％下落したと仮定すると、ファンドの純資産価額および収益は約

386豪ドル（2021年：416豪ドル）減少すると考えられる。かかる感応度分析は、変更の可能性が

合理的にあり得るという経営陣の最良の見積りを表している。 

感応度分析の限界として、以下が挙げられる。 

● 市場価格リスクの情報は、正確な数価というよりはむしろ相対的な見積りである。 

● 市場価格情報は仮定に基づいた結果を表したものであり、予測は意図していない。 

● 将来の市況は、過去の市況から大幅に変動する可能性がある。 

(ⅲ）金利リスク 

 金利リスクは、市場金利の変動の結果として金融商品の価格および将来的なキャッシュ・フ

ローが変動するリスクである。 

その他のすべての変動要素が一定と仮定して2022年および2021年11月30日現在の豪ドルのイー

ルドカーブが１％上昇したと仮定すると、ファンドの損益を通じて公正価値で測定する金融資産、

ならびに、その結果として純資産価額および収益は約661,891豪ドル（2021年：2,002,003豪ド

ル）減少すると考えられる。その他のすべての変動要素が一定と仮定して2022年および2021年11

月30日現在の豪ドルのイールドカーブが１％下落したと仮定すると、ファンドの純資産価額は約

661,891豪ドル（2021年：2,002,003豪ドル）増加すると考えられる。かかる感応度分析は、変更

の可能性が合理的にあり得るという経営陣の最良の見積りを表している。 

ファンドは、利付き勘定に預けられた現金および現金同等物にかかる金利リスクに晒される。

2022年11月30日現在保有される現金および現金同等物の金額は、ファンドの純資産価額の2.79％

（2021年：3.49％）を占める。これらの金額に対する金利変動にかかる感応度、およびそれに伴

うファンドの純資産価額に対する影響は重大ではないと考えられる。ファンドは、予想される費

用を賄う以外は現金を留保する方針ではないが、報告日現在のキャッシュ・ポジションには短期

の買戻しの支払いのために保有される金額が含まれている。2022年11月30日現在の豪ドルおよび

米ドルの金利への感応度の１％（2021年：１％）の変動により、保有する現金から得られた利息

の大幅な増加をもたらす可能性は極めて低く、経営陣はファンドの総資産および利益の潜在的な

増減は重大ではないと判断している。かかる感応度分析は、変更の可能性が合理的にあり得ると

いう経営陣の最良の見積りを表している。 

(b）信用リスク 

 信用リスクは、金融商品、現金および現金同等物の金融機関ならびに銀行への預金により生じる

リスクである。ファンドは、金融商品が単一の機関により発行され、現金および現金同等物が単一
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の銀行により管理されているため、重大な信用リスク集中の対象となる。 

 信用リスクは、相手方による義務の不履行が、報告日現在における保有金融商品から生じる将来

的なキャッシュ・フローの金額を減少させることになる範囲に限定して関連する。 

 ファンドが、その投資目的に、一対一の割合でシグナム・モメンタム・リミテッド（Signum 

Momentum Limited）により発行されるゼロ・クーポン債およびクォーティックス・フィナンシャ

ル・プロダクツIIリミテッド（Quartix Financial Products II Limited）により発行されるパ

フォーマンス・リンク債に投資すると明記していること、ならびに現金および現金同等物がファン

ドの受託会社および香港上海銀行グループ内のその関連会社に預託されていることから、信用リス

ク管理能力は限定される。加えて、債券の計算代理人はゴールドマン・サックス・インターナショ

ナルである。かかる信用リスクは、かかる金融機関および銀行が独自に「Ａ」または同等の最低格

付を得ていることを前提として管理される。 

 信用リスクに関する開示は、基礎となる金融商品がＩＦＲＳ第９号の減損開示の対象であるか否

かに基づき、２つのセクションに分割される。 

ＩＦＲＳ第９号の減損要件の対象となる金融資産 

ファンドのＩＦＲＳ第９号における予想信用損失モデルの対象となる金融資産は、ブローカーか

らの未収金、未収利息ならびに現金および現金同等物のみである。2022年11月30日現在、ブロー

カーからの未収金、未収利息ならびに現金および現金同等物の合計は313万豪ドルであり、その内

計上された損失引当金はなかった(2021年11月30日:合計481万豪ドルであり、その内生じた損失は

なかった。)。これらの資産に信用リスクが集中しているとはみなされない。減損しているとみな

される資産はなく、当期において償却された金額はない。 

ＩＦＲＳ第９号の減損要件の対象とならない金融資産 

ファンドは、金融商品にかかる信用リスクにさらされている。これらの金融資産のクラスはＦＶ

ＰＬで測定されるため、ＩＦＲＳ第９号の減損要件の対象とはならない。これらの資産の帳簿価額

は、各報告日におけるＩＦＲＳ第９号の減損要件の対象とならない金融商品にかかる信用リスクに

対するファンドの最大エクスポージャーを表している。したがって、これらの商品については、信

用リスクに関する開示を別途最大限に行うことはない。 

 2023年１月12日現在、計算代理人は、Ｓ＆Ｐグローバル・レーティングによるＡ＋／Ａ－１、

ムーディーズによるＡ１／Ｐ－１およびフィッチ・レーティングスによるＡ＋／Ｆ１の格付を有し

ていた。さらに、ファンドの現金および現金同等物は、2023年１月12日現在、Ｓ＆Ｐグローバル・

レーティングによるＡＡ－／Ａ－１＋、ムーディーズによるＡａ３／Ｐ－１およびフィッチ・レー

ティングスによるＡＡ－／Ｆ１＋の格付を有する香港上海銀行に預託されている。パフォーマン

ス・リンク債の発行体およびゼロ・クーポン債の発行体は格付けされていない。 

(c）流動性リスク 

 流動性リスクは、ファンドが金融資産に関連する義務の履行のため、資金を調達する際に困難を

被るリスクである。流動性リスクは、金融資産を公正価値に近似する金額により早急に売却するこ

とが不能な場合に生じうる。 

 英文目論見書の条件に従って、ファンドの受益者は、ファンドの各買戻日において受益証券の買

戻しを請求することができる。管理会社は、それにしたがって、買い戻される受益証券に資金を充

当するために、ファンドが保有する割合の債券の買戻しを行う。債券は、１か月前の通知により、

満期日前であっても公正価値に近い価格により売却することができる。原債券の買戻し条件として、

買戻日から23営業日以内に受益者に支払われ、それにより、買戻手取金が受益者に支払われる前に、

債券の一部売却による決済を可能にする。ファンドが投資する債券の性質により、ファンドはその

受益証券を早急に買い戻すことができない可能性があるため、ファンドは流動性リスクに晒される。 

分析の概要は、以下のとおりである。 
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2022年11月30日現在 １か月未満 

１か月以上、 

３か月未満 

３か月以上、

１年未満 １年以上 合計 

 豪ドル 豪ドル 豪ドル 豪ドル 豪ドル 

資産      

損益を通じて公正価値で測

定する金融資産 81,033,071 - - - 81,033,071 

未収利息 - 41,937 - - 41,937 

ブローカーからの未収金 756,217 - - - 756,217 

現金および現金同等物 2,333,458 - - - 2,333,458 

資産合計 84,122,746 41,937 - - 84,164,683 

      

負債      

未払買戻金 470,448 - - - 470,448 

未払勘定および未払債務 164,668 - - - 164,668 

未払償還費用 - - 292,469 - 292,469 

負債合計 635,116 - 292,469 - 927,585       
 

2021年11月30日現在 １か月未満 

１か月以上、 

３か月未満 

３か月以上、

１年未満 １年以上 合計 

 豪ドル 豪ドル 豪ドル 豪ドル 豪ドル 

資産      

損益を通じて公正価値で測

定する金融資産 112,173,208 - - - 112,173,208 

未収利息 - 55,016 - - 55,016 

ブローカーからの未収金 742,072 - - - 742,072 

現金および現金同等物 4,014,042 - - - 4,014,042 

資産合計 116,929,322 55,016 - - 116,984,338 

      

負債      

未払買戻金 1,973,743 - - - 1,973,743 

未払勘定および未払債務 204,343 - - - 204,343 

負債合計 2,178,086 - - - 2,178,086       
 

注13．資本管理 

 管理会社は、ファンドの資本はファンドの受益証券申込みおよび買戻しによる純収益により構成さ

れると考える。 

 ファンドは、（注１に記載されている）投資目的に従って実質的にそのすべての資産を投資し、そ

の投資運用方針は一任型ではない。 

 ファンドが遵守すべき資本の開示に関する規制上または法令上の要件はない。 

 

注14．関連当事者取引 

管理会社は、ファンドの資産の投資および再投資にかかる運用、ファンドに関する金銭借入れの権

限の行使、ファンドの収益および／もしくは資本から受益者に分配または中間分配を行うことについ

ての受託会社への宣言および指示、ならびにファンドの受益証券の発行および買戻しについて、基本

信託証書（改訂および再表示）の下で責任を負う。 

受託会社は、ファンドの管理および受益者の登録保持について、基本信託証書（改訂および再表

示）の下で責任を負う。 

すべての関連当事者は、ファンドの資産から手数料および費用を受領する権利を有する。これらの
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報酬の詳細は、財務書類の注記６に記載されている。 

 

注15．公正価値の見積り 

 公正価値測定は、測定全体として公正価値ヒエラルキーのレベルに分類され、レベルの決定は、公

正価値測定全体にとって重要なインプットの最も低いレベルに基づいて行われなければならない。こ

の目的のため、インプットの重要性は、全体としての公正価値測定に対して評価される。公正価値測

定で観測可能なインプットを使用しても、観測不能なインプットに基づく重要な調整を必要とする場

合には、当該測定はレベル３の測定である。特定のインプットの公正価値測定全体に対する重要性を

評価するためには、資産または負債に固有の要素を考慮して判断する必要がある。 

 「観測可能」を構成するものを決定するには、管理会社の重要な判断が要求される。管理会社は、

観測可能なデータとは、容易に入手可能で定期的に配信または更新され、信頼できかつ検証可能で、

独占されておらず、関連する市場に積極的に関与している独立した情報源から提供されるものと考え

ている。 

ファンドの金融資産は、パフォーマンス・リンク債等のように、活発な市場で値付けされていない。

かかる資産の公正価値は、ターム・シートに従い、評価モデルを使用して計算代理人により決定され

る。当該モデルは観測可能なデータのみをベースにしていないため、ファンドの金融資産はすべてレ

ベル３に分類される。金融資産がすべてレベル３に分類されているため、値付けされていない投資有

価証券をレベル１、レベル２およびレベル３のレベル別に示した表は掲載されていない。 

評価のための重要な観測不能なインプットの記載 

2022年および2021年11月30日現在の公正価値ヒエラルキーのレベル３に分類される公正価値測定で

使用される重要な観測不能なインプットは、以下に表示される。 

 

金融商品 評価技法 
重要な観測不能な 

インプット 
重要な観測不能なインプットの 

定量的情報 

パフォーマンス・ 
リンク債 

第三者評価＊ 
インデックス・ 
パフォーマンス 

2022年：0.36％ 
(2021年：0.18％) 

＊ ターム・シートに従った評価モデルを用いた計算代理人による評価に基づく。 

 

パフォーマンス・リンク債は、投資先ファンドの価値を反映したインデックス・パフォーマンスに

連動する。財務書類に対する注記の注12では、投資先ファンドのポートフォリオおよび純資産価額は、

相関関係の不確実性が高い異なる投資、指数または戦略で構成されているため、重要な観測不能なイ

ンプットにおける感応度の変動を定量的に開示することは意味がないと開示している。インデック

ス・パフォーマンスが単独で大幅に増加／（減少）した場合、公正価値測定は大幅に上昇／（低下）

することになる。 
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以下の表は、2022年および2021年11月30日に終了した年度における、レベル３の金融商品の変動を

示している。当期において、レベル３測定からの移動、またはレベル３測定への移動はなかった。 

2022年11月30日  豪ドル 

   

2021年12月１日現在残高  112,173,208 

当期中の処分額：   

売却にかかる収入  (28,913,188) 

損益を通じて公正価値で測定する金融資産にかかる実現純損失  (172,662) 

損益を通じて公正価値で測定する金融資産にかかる未実現損失の純変動  (2,054,287) 

   

2022年11月30日現在残高  81,033,071 

   

報告期間末現在に保有する資産について損益に含まれる当期損失合計  (2,226,949) 

 

2021年11月30日  豪ドル 

   

2020年12月１日現在残高  154,643,424 

当期中の処分額：   

売却にかかる収入  (39,796,697) 

損益を通じて公正価値で測定する金融資産にかかる実現純利益  1,048,597 

損益を通じて公正価値で測定する金融資産にかかる未実現損失の純変動  (3,722,116) 

   

2021年11月30日現在残高  112,173,208 

   

報告期間末現在に保有する資産について損益に含まれる当期損失合計  (2,673,519) 

 

注16．報告日以降の事象 

 2022年11月30日以降、買戻価格合計4,856,490豪ドルの買戻可能受益証券4,930,000口がファンドか

ら買い戻された。買戻可能受益証券1,140,000口の追加の買戻請求が受領され、関連する買戻日にお

いて入手可能な価格で取引される。 

受託会社および管理事務代行会社は、ファンドとの関係を終了することを通知した（2023年４月６

日付）。通知期間は90日で、期限は2023年７月５日前後である。ファンドの償還日により、受託会社

および管理事務代行会社は、償還まで引き続きファンドにサービスを提供することに合意した。ファ

ンドは、償還が完了する前に新たな受託会社を要求することができる。ファンドは、受託会社および

／または管理事務代行会社の別のプロバイダーへの変更に関する費用を負担する場合がある。 

報告期間後から本財務書類の承認日までの、その他の重大な事象は開示されなかった。 

 

注17．財務書類の承認 

 本財務書類は、2023年５月４日付で受託会社および管理会社により承認され、発行の権限を付与さ

れた。 
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（３）投資有価証券明細表等 

 投資明細表は、財務書類の注記７に記載のとおりである。 
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Ⅳ．お知らせ 

 
 該当事項はありません。 
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